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概要
本稿では，日本の法令を対象とした多肢選択式質
問応答データセット LawQA-JP の公開について報告
する．本データセットは，デジタル庁が行政およ
び企業における生成 AI 利活用を推進する目的で，
公共データ利用規約（第 1.0 版）の下に公開したも
のである．デジタル庁は AI 利活用におけるデータ
を「評価用」「コンテキスト用」「パラメトリックな
学習用」の 3 種に分類しており，LawQA-JP はこの
うち AI の能力を客観的に測定するための「評価用
データ」として位置づけられている．本稿では，全
140 問の設問を対象に，設問カテゴリおよび選択肢
の言語的特徴を定量的に分析するとともに，大規模
言語モデルを用いた参照評価を実施した．その結
果，関連法令条文をコンテキストとして付与するこ
とで，法的推論における回答精度が有意に向上する
ことを確認した．さらに，現状の LLM にとって特
に困難な設問タイプについても分析を行った．

1 序論
近年，大規模言語モデル（LLM）の発展により，
法令や契約書といった専門文書を対象とした自然言
語処理技術の社会実装が急速に進んでいる．一方
で，生成 AI を行政実務や企業活動に導入するにあ
たっては，その正確性や信頼性を事前に検証するた
めの評価基盤が不可欠である．特に，日本の法令を
対象とした質問応答に関しては，体系的に整備され
た評価用データセットが限られているという課題が
あった．
日本の法令は，条・項・号から成る階層構造を持
ち，多数の参照規定や例外規定を含む．また，「及
び」「又は」といった接続表現や，条件節の解釈に
よって法的効果が大きく変化するなど，高度な構造
的理解を要する特徴を有する．これらの特性によ

り，英語圏で整備されてきた法領域ベンチマークを
単純に翻訳・適用するだけでは，日本の法令に固有
の推論難易度を十分に評価することは困難である．
こうした背景のもと，デジタル庁は，生成 AI の

業務利用に関する検討を支援する目的で，日本の法
令を対象とした多肢選択式質問応答データセットを
公共データ利用規約（第 1.0 版）の下で試験的に公
開した．本データセットは，実務で参照される法令
条文を前提とした設問から構成されており，AI が
法令理解においてどの程度適切な判断を行えるかを
確認するためのベンチマークとして位置づけられて
いる．
本稿の目的は，公開された LawQA-JP の設計方針

および収録内容を明確に示すとともに，データセッ
ト分析を通じて，本データセットが評価対象とする
推論能力の特性を明らかにすることである．また，
LLM を用いた参照評価を行うことで，LawQA-JP が
現状のモデルに対してどのような難易度と評価上の
位置づけを持つかを示す．

2 関連研究
本節では，法領域における質問応答およびベンチ

マーク研究を概観し，日本法を対象とした多肢選択
式 QAデータセットの必要性を明確にする．
法領域の自然言語処理に関しては，英語圏を中心

に多様なベンチマークが提案されてきた．代表的な
LexGLUE [1]やLegalBench [3]は，法的推論や文書理
解を含む包括的な評価基盤を提供している．また，
CUAD [4]や CaseHOLD citepzheng2021caseholdなど，
契約書解析や判例に基づく推論を対象としたデータ
セットも存在する．しかしながら，いずれも英語圏
の法制度や文書構造を前提としており，日本法特有
の条文構造や用語体系を考慮した多肢選択形式によ
る実務的な判断を評価することは困難である．
国内においては，COLIEE [2] を中心に，判例検
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索や法的含意認識に関する研究進められてきた．
COLIEE は司法試験や判例を想定した高度な法的推
論能力の評価に有用である一方，企業法務や行政
実務において想定される「条文理解に基づく判断」
を，多肢選択式で評価する枠組みは十分に整備され
ていない．このような背景から，日本の法令を対象
とし，実務に即した多肢選択式 QA によって LLM
の法令理解能力を評価するデータセットが必要であ
り，本研究ではそのギャップを埋めることを目的と
して LawQA-JPを構築し，公開した．

3 LawQA-JP データセット
本節では，デジタル庁が公開した日本の法令に関

する多肢選択式質問応答データセット LawQA-JP に
ついて，公開形態，データ構造，および基本的な統
計情報を説明する．本データセットは，生成 AI の
業務利用における検討および研究用途での評価を想
定して整備されたものである．

3.1 公開形態と利用条件
LawQA-JP は，デジタル庁が日本の法令に関

する質問応答データとして作成・公開したも
のであり，GitHub 上の公開リポジトリ https:

//github.com/digital-go-jp/lawqa_jp を通じて提
供されている．本リポジトリでは，多肢選択式質問
応答データを CSV および JSON 形式の構造化デー
タとして公開しており，外部の研究者や開発者が容
易に取得・利用できるよう設計されている．公開さ
れているデータは，公共データ利用規約（題一版）
の下で提供されており，行政機関，企業，および学
術研究コミュニティにおいて，研究目的および非研
究目的の双方において利用可能である．
図 1は，LawQA-JPを公開した GitHubリポジトリ

におけるスター数の累積推移を示したものである．
縦の点線は公開日 (2025年 10月 9日)を示している．
スター付与時刻（starred_at）は GitHub REST API
を用いて取得し，日次で集計した．公開直後に急激
な増加が見られ，その後は緩やかな増加に移行して
いることから，公開初期に高い関心を集めた後，継
続的に利用・参照されていることが分かる．2026年
1月 7日現在で 258のスターと 6つの forkレポジト
リが存在しており，活用されている．

図 1 LawQA-JP GitHubリポジトリにおけるスター数の累
積推移 (X軸：スター数，Y軸：日付)

表 1 LawQA-JP（selection.csv）の基本統計

項目 値

総問題数 (以下法令内訳) 140
金融商品取引法 80
医薬品医療機器等法 39
借地借家法 21

参照文数
平均参照条文数 1.36
最大参照条文数 3

3.2 収録法令と問題数
LawQA-JP は，複数の日本法令を対象とした多肢

選択式問題が収録されている．本稿で扱う公開版
データセットには，作成を依頼した弁護士が実務で
利用している金融商品取引法，医薬品医療機器等法
（以下，薬機法），および借地借家法を対象とした合
計 140 問の問題で構成されている．各問題はいずれ
も 4 択形式で構成されており，選択肢数は全問題で
共通である．
表 1 に，LawQA-JP の基本統計情報を示す．本

データセットは，特定の一法令に偏らない構成と
なっており，複数の条文参照を横断的に含む点にも
特徴がある．

3.3 データ構造
LawQA-JP は，CSV および JSON 形式で提供され

ており，各問題は以下の情報を含む．

• 問題文
• 選択肢（4択）
• 正答インデックス
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表 2 問題カテゴリ別分布（selection.csv）
カテゴリ 問題数 割合 (%)

解釈・比較・総合判断 96 68.6
要件・適用条件 26 18.6
否定型設問（誤り選択） 14 10.0
定義・用語理解 4 2.9

合計 140 100.0

• 参照条文情報（法令名・条番号）

参照条文情報は，GitHub上の公開リポジトリにおい
て URL のリストとして明示されており，各設問が
依拠する法令条文を第三者が容易に確認できる構
成となっている．この点は，行政が公開するデータ
セットとしての透明性および再現性を担保する上で
重要である．

3.4 設計方針と特徴
LawQA-JP は，日本の法令の単純な文言一致では

なく，条文構造や論理関係の理解を評価すること
を目的として設計されている．LawQA-JP に含まれ
る設問は，問題文および選択肢の表現に基づき，
定義・用語理解，要件・適用条件，否定型設問（誤
り選択），解釈・比較・総合判断の 4 つの問題カテ
ゴリから構成されている．上記の分類に基づき，
LawQA-JP に含まれる 140 問の設問を分類した結果
を表 2に示す．
表 2 から分かるように，LawQA-JP に含まれる設

問の約 7割は，「解釈・比較・総合判断」カテゴリに
分類される．この結果は，本データセットが，単な
る法令用語の知識確認ではなく，条文構造や論理関
係を踏まえた実務的な法令解釈能力の評価を主目的
として設計されていることを示している．一方で，
「定義・用語理解」カテゴリの設問は全体の 3%未満
に留まっており，辞書的知識のみで解答可能な問題
は重視しなかった．

4 LLMを用いた参照評価
本節では，LawQA-JP の難易度および評価上の位

置づけを明らかにする目的で，複数の LLM を用い
た参照評価を行う．ここでの評価は，特定の手法や
プロンプト設計の有効性を示すことを目的とするも
のではなく，公開データセットとしての LawQA-JP
が，現状の LLM に対してどのような課題を提示す
るかを定量的に把握することを目的としている．

【参考コンテキスト】
金融商品取引法第 5条第 6項…（略）

【問題】
金融商品取引法第 5条第 6項に基づき…

【選択肢】
a. …
b. …
c. …
d. …

次の形式で答えてください：
- answer: a/b/c/d
-根拠: 簡潔に（日本語）

図 2 LawQA-JP において実験で使用した入力プロンプト
例（コンテキストあり）

4.1 評価設定
評価対象として，近年広く利用されている表 3

に記載された複数の LLM を選定した．評価では，
各設問に対してモデルが出力した選択肢のうち，
正答を選択できたかどうかを基準として正答率
（Accuracy）を算出した．また，設問に付随する参照
条文の有無（コンテキスト有無）が回答結果に与え
る影響を比較した．なお，本評価は，LawQA-JP の
設問が要求する推論特性を把握することを目的とし
ており，各モデルに対する最適化や詳細なプロンプ
ト調整は行っていない．図 2 は，本実験に用いたプ
ロンプト（コンテキストあり）の一例である．この
プロンプトを全ての LLMに対して用いた．

4.2 コンテキスト有無による正答率比較
表 3 は，コンテキスト（参照条文情報）の有無に

よる各モデルの正答率を示したものである．すべて
のモデルにおいて，コンテキストを付与した条件で
正答率が向上する傾向が確認された．特に，比較的
小規模なモデルでは，正答率の改善幅が大きい．
この結果は，LawQA-JPに含まれる多くの設問が，

問題文単体からの推測ではなく，法令条文の構造や
定義関係を踏まえた推論を必要としていることを示
唆している．すなわち，関連する文脈情報を明示的
に与えない場合，モデルは設問の意図を十分に捉え
られず，誤答に至りやすいことが分かる．
また，コンテキスト有無によるモデルの判断変化

を詳細に分析するため，同一設問に対する正誤の変
化を McNemar 検定により評価した結果を*で示す．
gpt-5-nano 以外は，コンテキスト付与による正答へ
の変化が統計的に有意であることが確認された．
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表 3 コンテキスト有無によるモデル別正答率（%）
コンテキストの有無で精度が有意に違う場合は*で表記
(McNemar検定, # = 140）

コンテキスト
モデル なし あり

gpt-4.1 60.7 96.4*
gpt-5-mini 53.6 89.3*
gpt-5-nano 46.4 55.7
gemini-2.0-flash 65.7 95.0*

4.3 参照評価からの示唆
以上の参照評価から，LawQA-JP は，最新の LLM

に対しても単純な知識想起や表層的な文理解では安
定して解答できない設問を含むことが明らかとなっ
た．特に，条文構造や参照関係を明示的に考慮しな
い場合，誤答が多く見られた (詳細は付録参照)．
これらの結果は，LawQA-JP が，日本の法令に基

づく構造的推論能力を評価するための公開データ
セットとして，現状の LLM に対しても十分な難易
度と評価価値を持つことを示している．

5 結論
本稿では，デジタル庁が公開した日本の法令に関

する多肢選択式質問応答データセット LawQA-JP
について，その公開背景，設計方針，データ構造，
および内容分析を行った．LawQA-JPは，問題文，4
択選択肢，正答，参照条文情報を体系的に含む公開
データセットであり，日本の法令に特有な条文構造
や参照関係，例外規定の解釈を要する設問を多く含
む点に特徴がある．
また，大規模言語モデルを用いた参照評価を通じ

て，LawQA-JPが，現状の LLMに対しても安定した
正答が容易ではない設問を含むことを確認した．特
に，法令条文に関する文脈情報を明示的に与えない
条件では，誤答や判断の不安定が生じやすく，日本
の法令における構造的推論が依然として難易度の高
い課題であることが示唆された．

LawQA-JP は，生成 AI の業務利用における検討
や，研究目的での評価を支援するために，公共デー
タ利用規約（PDL）の下で GitHub上に公開されてい
る．本データセットが，行政機関，企業，および研
究コミュニティにおいて，日本の法令理解に関する
共通の評価基盤として広く活用されることを期待
する．

今後は，対象法令や設問数の拡充に加え，参照条
文の粒度や設問タイプの多様化を通じて，より広
範な法令理解能力を評価可能なデータセットへと
発展させていく予定である．また，検索拡張生成
（RAG）手法や法務支援システムの評価への応用な
ど，実務的な利用シナリオに基づく検証も今後の重
要な課題である．
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表 4 正解に至った根拠の特徴量比較（モデル別・コンテキスト有無）
モデル コンテキスト 平均回答長 第 X条言及率 項言及率 号言及率 法令名言及率

gemini-2.0-flash
なし 91.2 0.32 0.21 0.09 0.24
あり 101.7 0.63 0.57 0.33 0.32

gpt-4.1
なし 115.0 0.48 0.34 0.11 0.35
あり 118.0 0.67 0.48 0.27 0.27

gpt-5-mini
なし 132.6 0.28 0.17 0.07 0.20
あり 142.8 0.65 0.51 0.32 0.05

gpt-5-nano
なし 152.5 0.43 0.29 0.17 0.38
あり 149.7 0.63 0.53 0.35 0.18

A LLM参照実験から得られた知見
A.1 正解根拠表現の特徴
表 4 は，正解に至った回答の根拠表現（根拠）に

着目し，コンテキスト有無による特徴量の違いを示
したものである．すべてのモデルにおいて，コンテ
キスト付与条件では，「第 X 条」「項」「号」といっ
た条文構造への言及率が大きく増加している．
この傾向は，LawQA-JP が，法令構造に基づく推

論を促す設問を多く含んでおり，文脈情報の有無が
モデルの推論スタイルに直接的な影響を与えている
ことを示している．

A.2 現状の LLMにおける難問
参照実験で誤答だった問題の分析に基づき，法令

QA における難問をコンテキスト情報の有無による
性能変化の観点から，以下の 2種類に分類する．

• Type-A：コンテキストを付与した場合において
も，複数の LLMが一貫して誤答する問題

• Type-B：適切なコンテキストを付与することで
正答率が大きく改善する問題

Type-A の具体例 以下に，Type-A に分類される
代表的な問題例 (抜粋)を示す．

問金融商品取引業者等が顧客の注文について、
政令で定めるところにより、最良執行方針等を
定めなくてもよいものを教えてください。
a 上場株券等の売買で、デリバティブ取引に

該当するもの
b 店頭売買有価証券の売買で、デリバティブ

取引に該当しないもの
c 取扱有価証券の売買で、デリバティブ取引

に該当しないもの
d 金融商品取引法施行令第 16 条の 6 第 1 項

第 1号イ、ロ及びハに掲げるものを除く有
価証券の売買

本問では，コンテキスト付与しても 2 つのモデルの
みが正答であった．回答は a である．この答えは、
金融商品取引法施行令第 16 条の 6 第 1 項第 2 号に
より、デリバティブ取引に該当する場合は、最良執

行方針を定める必要がないものとして除かれるとい
う根拠を見つけ出さないと回答が難しい問題であ
る．LLMは，自然言語的には合理的な連想に基づい
て推論を行う一方，条文が課す形式的かつ例外的な
要件を十分に優先できていないことが示唆される．

Type-B の具体例 次に，Type-B に分類される代
表的な問題例を示す．

問金融商品取引法第 25 条第 1 項により、内閣
総理大臣が縦覧書類を受理した日から公衆の縦
覧に供しなければならない縦覧書類及び期間の
組み合わせとして、誤っているものを教えてく
ださい。
a 有価証券報告書及びその添付書類五年
b 内部統制報告書及びその添付書類の訂正報

告書五年
c 四半期報告書五年
d 自己株券買付状況報告書の訂正報告書

一年
本問では，コンテキスト無し条件において全てのモ
デルが誤答した一方，コンテキスト有り条件ではす
べてのモデルが正答した．回答は c．これは，a,b,d
が全て正しいことが確認されない限り，c が間違っ
ているという回答にたどり着かないような事例であ
る．逆に言うと，コンテキスト付与により，a,b,dが
正しいことが確認できれば，全てのモデルにおいて
残りの 1 つが間違いであるという論理的な解釈が出
来たと言える．
以上の分析から，法令 QA における難問は，単に

モデルの性能不足に起因するものではなく，問題文
の構造や情報提示のあり方に強く依存していること
が分かる．Type-Aは，常識的推論と法令要件が衝突
する問題であり，現行の LLM にとって本質的に解
決が困難な課題である．Type-Bは，複数の選択肢が
正しいことを確認しなければ誤りを特定できない構
造を持つ問題であり，その検証に必要な前提情報が
問題文中に明示されていない設問である．
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